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はじめに: 研究蓄積を活かす 
10 月 26 日の菅首相の所信表明で、ようやく 2050 年脱炭素社会日本へ移行の号砲が鳴っ
た。菅首相の宣言後、なぜ温室効果ガスの排出実質ゼロなんだとか、2050年までに脱炭素
社会ができるのか、といった論議がある。しかしこれはできるできないではなく、宣言があ
ろうがなかろうが、立ち向かわざるを得ない人類生存の問題、自然の理なのである。 

国立環境研究所は、地球温暖化が人類の持続可能な発展の障壁となることを 30年前から認
識し、多くの研究者の参加で、気候科学、スーパーコンピュータによる気候予測モデル、気
候変動影響評価、脱炭素技術、長期削減シナリオ研究、経済評価・政策効果、市民との対話
促進など気候政策全般をカバーする研究体制を敷き、1997年の京都議定書から 2015年の
パリ協定までの日本の気候政策に、その研究成果から得た科学的知見を社会と政策に供給
し続けてきた（参考文献 1～6）。 

特に、2000年以降は2050年を見通して、低炭素社会を実現するためのシナリオを中軸に、
温室効果ガス排出大幅削減をどのように進めてゆくかという研究に注力してきた。当時科
学の示すところ、2050 年に日本が 70％程度の削減をする必要があることは明らかであっ
たが、とても到達できない目標ではないかとの批判もあり、政府の明確な方針もなかった。
その中でこの研究は、その可能性を綿密なシナリオで定量的に示した（参考文献 1～3）こ
とで混迷の中に希望を与えた。 

この研究成果は、2008年洞爺湖サミット前の福田首相の「日本は 2050年までに 60－80％
の削減で低炭素社会を目指す」との表明につながった。しかし、2008年のリーマンショッ
クとそれからの景気回復投資、2011年 3月の東日本大震災後の復興投資が続き、石炭・原
子力の可否、自然エネルギー普及施策の是非といった部分的論議があったものの、日本政府
の気候変動対策ははかばかしくなく、転換政策の大方針が示されないまま、研究成果蓄積を
政策に生かせる場面も少なくなっていた。 

2013年 IPCC AR5がゼロエミッション（以下、ゼロエミ）しか気候変動を止める手段がな
いことを示し、パリ協定以降は「低炭素」ではなく「2050年」「脱炭素・ゼロエミ・炭素中
立」が世界の政策目標になりつつある。これに対応しパリ協定以降は研究側も 2℃/1.5℃シ
ナリオ開発に取り組み始めている（参考文献 7, 8）。さらに菅首相の日本 2050年ゼロエミ
宣言を受けて、AIM（アジア太平洋統合評価モデル）チームが、5つのシナリオでその可能
性を検討し発表している。（参考文献９）。 

「低炭素」と「脱炭素」では、政策のレベルでは考え方・打ち方がかなり異なるし（後述）、
原子力の停滞や自然エネルギーコストの急激な低下などエネルギー事情にも変化があった
が、国立環境研究所が開発してきたシナリオ手法や想定する 2050 年の社会像はどちらに
も使える。いよいよ始まる「脱炭素社会への移行」にその研究蓄積から示唆できることは少
なくない。また、いまや多くの研究機関が脱炭素社会構築への取り組みを始めており、「2050
年にゼロエミ社会をどう創るか」への研究体制はほぼ確立している。研究者社会もこの人類
の存亡をかけた転換にその成果を実装することに貢献したい。 
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本稿はこれまで筆者が携わってきた「地球温暖化大実験終結作業（本稿末の文脈参照）」か
ら得た知見に基づく、今回の脱炭素社会転換をどう進めるかについての私見である。 

最初に、科学は何を要求しているのかについて、いわば脱炭素社会転換作業の仕様書を述べ
る。かなり厳しい要求が示されている。次に脱炭素社会を仕様書に合わせて創る際の要諦に
ついて述べる。手法の詳細はすでに低炭素社会のデザイン研究で十分に得られているので、
脱炭素社会構築に向けての心がまえ、要領のみを示す。脱炭素社会のハードウエアは技術選
択と社会側の適応で何とか作り上げられようが、その基盤の上に人々の幸せを最大化する
社会をどう築くか、が残された最大の課題である。 

 

 

 

図 1 脱炭素社会転換要諦 
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科学が示す脱炭素社会構築の仕様 

1. なぜゼロエミにせねばならないか 
①人類の生存がかかる：なぜ脱炭素社会にしなければならないのかをきちんと理解すれば、後のこと

はすっきりと進められる。これはやるやらない、やれるやれないの話ではなく、もう人類の方向としてそ

ちらにいかざるを得ないからやるのである。そう覚悟を決めれば不毛の議論は不要であり、一歩を躊

躇なく踏み出せる。 

 今回の菅首相の脱炭素社会 2050 年宣言は、なかなかの「覚悟」をもってなされたということでまず

は歓迎したい。パリ協定がある、アメリカの大統領選挙でバイデン氏が勝った、中国だって 2060 年ゼ

ロエミ宣言した、遅れると国際技術競争力で負ける、脱炭素社会は不況回復に使える、というのはも

っともだけれど、これはそんな矮小な理由でやるのではない。気候変動が人類全体の生存の問題だ

からやるのである。命が危うくなったら、生活も吹っ飛び、経済もがたがたになるのは今の新型コロナ

禍で身に沁みている。 

 世界に遅ればせではあったが首相宣言がなされたことで、国会や民間での「気候危機/ 非常事態

宣言」が相次いで出され、政府の自然エネルギー拡大・条件整備方針が出て、既に待ち構えていた

先進企業の諸プロジェクトが一斉に報道されている。2050 年ゼロエミ達成は決してやさしい仕事では

ないが、行くべき道は見えており、覚悟をもって日本の技術力・経済力・団結力を結集すればできな

い話ではない。コロナ禍後にいずれはやらなくてはならない、前向きの、有効な経済発展策にもなる。 

 

②出している限り温度は上がる： IPCC が 30 年かけて数万の研究成果を読み解き、温暖化という現

象が人類に及ぼす危険とその回避の手立てを 2013 年にまとめた。唯一の解決法は「人為的温室

効果ガス排出を一切やめる」ことである。正確には温室効果ガス排出と吸収・蓄積を同じにして、実

質ゼロ排出にすることであり、炭素中立、ネットゼロ等の言い方もあるが、原因のほとんどが化石エネ

ルギー利用からの二酸化炭素排出にあるから、「二酸化炭素排出ゼロ」が中心の対策である。なぜ

そうなのか。 

 大気中の二酸化炭素濃度が高まれば地球表面大気の温度が上昇することは、簡単な実験でも理

論でも 19 世紀からわかっている。そして現実に気候システムが温暖化していること、その原因が人

為的温室効果ガス排出にあることには疑いはないと IPCC により結論されている。科学的には二酸化

炭素バランスの誤差を更なる観測で狭めてゆくとかの詰めの作業が残るが、それが政策の方向を変

えるようなものでは全くない。 

もし人間が石炭石油天然ガスなどの化石燃料を燃やし続けて、これからも二酸化炭素を出し続け

ると何が起こるか。ある年に人為的に排出された二酸化炭素は大気中に上がっていき、その半分ぐら

いがその年のうちに海洋や森林土壌といった生態系に吸収されるが、残りの半分以上がその年のうち

には吸収されずに大気中に残り、大気中の濃度を高める。濃度上昇に対応して大気温度が上がる。

大気中に残った二酸化炭素は、100 年以上かかってゆっくり吸収されるまで大気中に居座り続ける。

次の年に人間が出した分の半分が大気中に残り、また濃度を高めるからさらに温度が上がる。 

結局こうして、人間が出す二酸化炭素の半分が毎年大気中に溜まり続け、それによって温度が上

がる。つまり、少しでも二酸化炭素を出している限り温度が上がり続けるということである。難しく言う

と、「人為的二酸化炭素累積排出量にほぼ比例して、地球表面温度が上がる」。これで世界中の気

候が変調をきたし、農業を痛め、洪水が居住地を襲い、経済活動をも脅かす。何としても止めたい。 
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少々の温度上昇であれば人間が手を打てば止められようが、このままどんどん温度が上がってゆく

と、シベリアではこれまで凍土にとじ込められていたメタンが噴出して人力では止めようがなくなり、つ

いには灼熱の地球になる。そのような恐ろしいことは、仮に温度上昇を 2℃で止めても起こりかねな

い、といった警告も出されている。だから一刻も早く止めねばならない。 

 

③どうやったら止められるか？：答えは簡単であり且つ厳しいものである。上記のメカニズム、「出して

いる限り温度は上がる」ということは、「一切出さなくする以外に止めようがない」ということでもある。こ

れが科学が示す自然の掟、自然の理である。そしてそれを十分理解し、ゼロエミ世界への転換を決

め、どうしたらいい世界にできるかだけを考えてその方向に早く進もうと「覚悟」をすれば、やるやらな

い、やれるやれないの議論はもうやめて、余計な回り道なしでまっすぐそこに突き進むことができる。 

脱炭素社会への転換は、人類が 200 年で築き上げた化石エネルギー時代を大急ぎで店じまい

し、新しい世界（生活様式）をつくるという人類生存をかけた歴史的大事業である。 

日本ではこの根本的な理解なしに、早くやったら損をするとか、経済がもたないとかの反対もあり、

なかなか事が進まなかった。欧州で同じような話をすると、市民にもやるしかないという覚悟が感じら

れ、政府のネットゼロの動きも、やりかたに対しての不満はあるにしても十分な理解をもって進められ

ている。首相も企業も市民も「人類のためにやるしかない」の覚悟を持つと持たないでは、取り組みに

関する気構え、責任感、参加の喜び、達成感、充実感、、、みんな違ってくる。 

この人類を救う大挑戦は歴史上そうそう体験できるものではない。誰でもが参加でき、誇りをもって

未来を創るという、孫子に自慢できる大事業なのである。 

2. なぜ 2050 年なのか？ 転換は長くても一世代のうちに 
①危険なレベルに近づいている：首相宣言が「2050 年までに転換する」としたのはなぜだろう。G7 諸

国がそう目標を定めたといった理由からではない。すでに工業化以前からの地球表面温度は１℃上

昇している。このまま二酸化炭素の排出を続けるとドンドン温度が上がり、まずは脆弱な生態系から絶

滅していき、小島嶼国や沿岸都市が冠水し、だんだん農業がおかしくなり、難民が増える。これが世

界中に広がってゆく。 

そこでパリ協定では工業化以前からの世界平均気温が 2℃上昇に至る前に止めようと決め、それ

は概ね今世紀後半の早期までかかるとし、さらにできたら 1.5℃上昇にとどめることも考える、としたの

である。その後先述の気候の暴走が 2℃でも起こりかねないという研究や、1.5℃で止めると 2℃より

ずっと被害が少ないという IPCC1.5℃特別報告書（2018 年）が出て、欧州主要国はパリ協定の 2℃

目標より厳しい 1.5℃対応の 2050 年ゼロエミ目標を相次いで 2018－19 年に打ち出した。 

 

②2℃までどれだけ排出できるか？：「（1）なぜゼロエミにせねばならないか」で述べた累積排出量が

温度上昇とほぼ比例するという関係が、これまでの実績データと排出予測で概ね定量化されている

（図 2）これで世界が二酸化炭素をあとどれだけ出したら 2℃に到達するかがわかる。約 1,120Gt（G
＝10 億）であり*(脚注: *正確な数値に関してはいまだ詰めが残るが、それから導かれる大筋の論理

は明解である)、 2010 年の世界排出量（約 37Gt）で割ると 30 年で 2℃に到達する、すなわち今の

排出量で出し続けると 2040 年からはゼロ排出にしなければならない。今先進各国が目指す 1.5℃の

目標だと、それまでに出せる排出量はもっと少なく約半分の 560Gt、15 年分しかない。とすると 2025
年で打ち止めということになる。 
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図 2 出している限り温度は上がる。2℃までの残り排出許容量はあと 30 年分 

 

③炭素予算をどう使うか？：これでわかるように、工業化以前からの世界平均気温の上昇を x℃以

下に止めると決めた時にわれわれに与えられた自由度は、「あとこれだけしか出せません。これをみ

んながうまく使ってゼロエミ世界に変えなさい」ということである。この x℃以下に止めるまでに出せる二

酸化炭素量は「x℃までの『炭素予算（carbon budget）』」と呼ばれていて、いわば世界が x℃の社

会を創りあげるまでに使える（排出できる）「財布の中身」である。 

今の排出量のままで 1.5℃に止めたければ、2010 年から 15 年後の 2025 年大晦日には財布の

中身は空になっている。除夜の鐘が鳴るともう一切排出できないということである。 

とても 15 年間では社会を転換できないなら、今からすぐ削減し始め、ケチケチと炭素予算を使っ

てゆけば 15 年を 40 年（2050 年）にもそれ以上にものばすこともできる。何も 2050 年にゼロエミにし

なくてもよく、それぞれの国がそれぞれに割り当てられた炭素予算をうまく使って、いつかゼロエミ国に

なればよいのであるが、そんなに早く転換できないし、まあできそうでキリのいいところでみんな揃える

か、ということで世界も日本も 2050 年としたのであろう。  
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3. 「炭素予算」が示す日本の転換の厳しい道のり 
しかし日本が 2050 年にゼロエミにするという目標を、その転換までに使える日本の「炭素予算」の

観点から見ると、達成はなまじっかのことではないことが明らかである（図 3）。 

 

図 3 脱炭素社会への削減道筋 

 

図 3 に見るように、戦後の日本は 2020 年までの 75 年間で大量の二酸化炭素を排出しながら経済

発展を遂げた。この化石燃料と一体化した経済発展で築き上げた社会を、2050 年までの 30 年間

内に店じまいし化石エネルギーなしの脱炭素社会に改装するのである。 

1.5℃を目指す時の世界の炭素予算（今から排出できる二酸化炭素総量）560Gt のうち、日本が

使える分はどれだけあるのだろうか。これをどう世界の国に公平に分けるという基準にはさまざまな議

論があろうが、まずは妥当な現存人口割にしてみると、1.3 億人/78 億人で 1.7％の 9.5Gt となる。日

本は既に 2010 年から 2019 年の間に約 13Gt を排出しており、これを使い尽くしている。2℃目標な

ら予算は 19Gt であり、わずかを残しているだけだ。 

仮に今から 2010 年の炭素予算の中での削減を開始するとしよう。図 3 で 2020 年から 2050 年

ゼロに向けて一直線に削減するとした時のその間の総排出量は 18.6Gt となるが、これから比べても

1.5℃目標での日本の炭素予算 9.5Gt は非常に少ない。直線的な下げ方でもだめで、大急ぎ今から

内向き矢印点曲線で削減してゆき、9.5Gt に抑えこむことになる。 

なお 2℃目標では、炭素予算は 19Gt となり、直線的削減でいけば何とか達成できる。 

今すぐできることは直ちに進め、知恵をしぼってこの少ない炭素予算をうまく使いながらなんとか 30
年で脱炭素社会に変えてゆくしかない。 

中長期目標設定を「炭素予算」ベースに変えるべき：なお、日本の現在の NDC（国が決定する貢献

目標）は、2030 年度には 2013 年度の 26％削減としている。これは「炭素予算」の考え方には準拠

しておらず、「京都議定書時代の％削減型目標」（「3-(1)『低炭素』と『脱炭素』の政策の大きな違い」

参照）での現状積み上げからの目標であり、世界の炭素予算制限を考慮しないものであるから、

「2050 ゼロエミ宣言」下にあっては、『炭素予算』準拠の未来志向型目標に設定し直さねばならな

い。 
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両者をグラフ上で比較すれば、NDC での 2030 年度 26％削減が、直線削減（2℃目標）や矢印

点線型削減（1.5℃目標）と比べて如何に生ぬるいものであるかが歴然であり、2050 年ゼロエミにする

には、30 年後には急降下で減らさねばならない。菅首相の「2050 年日本ゼロエミ宣言」が、1.5℃の

図の点線枠内の予算での削減を目指すのならば、直線的排出削減に輪をかけた急速な削減の道

（点線矢印）に直ちに踏み出さねばならない。 

この簡単な炭素予算という懐勘定を理解すれば、日本が 2050 年にゼロエミに変えることはそう生

易しい仕事ではないことがわかる。それでもこの転換は現世代が何としてもやっておかなければなら

ない仕事なのである。 
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4. 脱炭素世界における国際協力：日本ネットゼロが最大の貢献 
UNFCCC ではさまざまな国際協力での削減を検討しているが、温暖化を止めることへの日本の最

大の貢献は、日本自身の脱炭素化をいち早く達成することである。これによって世界の排出を減らす

だけでなく、日本で得られたさまざまな技術や政策を成功例として世界が参考にできるであろう。 

①海外クレジットはあまりあてにしない：日本は京都議定書で約束した 6％の削減を、国内排出量が

1.4％オーバーした分を 3.9％の森林吸収と 5.9%の京都メカニズムクレジット相当分で補ってクリアし

た。しかし「炭素予算」量の少なさを考慮すると、今回の日本脱炭素社会の達成のために多くのクレ

ジットを長期的に見込むのには無理がある。 

京都議定書下の低炭素化時代には、世界の炭素予算が国際政治の場で明示されてはいなかっ

た。いわば天井なしに排出しながらの削減ができたし、途上国には削減の数値目標は設定されなか

った。しかし IPCC AR5 で炭素予算が定量化され（もちろんこれは今後の科学の進展で変わってゆく

可能性のある暫定値である）、それが極めて限られた量しかないことが共通に認識されると、その配

分を巡っての国際交渉はさらに激しくなる。 

今 UNFCCC が各国に NDC の強化を求めているのも、そうはいっていないけれど、「残り炭素予

算」の分け取り作業の一環なのである。1.5℃目標の世界炭素予算 560Gt は世界一人当たり 71t で

あり現在の年平均約 5ｔの 14 年分しかない。どの国も極めてわずかな炭素予算で発展しながら脱炭

素社会に向かおうとしているのであり、他国への譲り渡しには慎重にならざるを得ない。クレジットを見

込むことで日本の政策は柔軟性を増すがその一方で自国内努力を怠るおそれもある。途上国との協

力は、相手国と世界の脱炭素発展に確実に寄与できる条件下でなされなければならない。 

②途上国への国際協力は不可欠：世界の誰もが安定な気候のもとで充足した生活を送る権利があ

り、安定な気候を維持して排出のない生活に変える責任がある。 

振り返ってみれば、これまで限られた炭素予算を使い放題しながら発展してきた先進国には負い

目がある。途上国の排出の少ない発展を支援することはクレジットがなくとも当然なすべきことである。

世界気候は地域的にも時間的にも世界で一体につながる地球公共財である。途上国のゼロエミがな

ければ温度上昇は止まらない。途上国の持続可能な発展の手助けを、計画段階から実行段階まで

とおしてハード・ソフト・資金の面で協力することは「情けは人のためならず」。そうしないと人類は生き

残れないのである。 

 

危機はわれわれ人間の心の中にある：以上が、科学から示された脱炭素社会転換の仕様書であ

る。わずかしかない炭素予算が示すように、この仕事はよほどの覚悟、知恵の集中、早期の着手が

不可欠であり、現世代が総力上げて取り組まなければならない挑戦である。 

30 年もの間世界が十分な対応に踏みきらない間、自然は黙々とおのずからの理に従い気候を変

化させ続けた。世界中に遅れて今になって、日本でも 2019 年から地方自治体、民間有志や国会が

「気候非常事態宣言」を出したが、この「危機」は自然が招いたものではなく、自然の力と恵みに畏敬

の念を払わず活動を拡大し続けたわれわれ人間自身が招いたものである。危機は人間の心の中に

ある。 
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脱炭素社会のデザイン 
それでは脱炭素社会をどのような考え方で構築してゆくか。最初に述べたように、その手立て、特に

長期社会・エネルギーシナリオを軸にしての社会構築手法に関しては 2000 年代の「低炭素社会の

デザイン」研究でほとんど検討しつくしており、紙幅もないことから参考文献（特に 6．の別冊 3）を参照

していただくこととして、ここでは、研究とその政策適用努力の過程で得られた、構築のポイントだけを

述べる。 

 脱炭素社会（2050 年ゼロエミ社会）構築はやらないで済むものではなく、上記の科学が示すフレー

ムの中で直ちにそして確実に一歩を進めるしかない。人類の存亡にかかることであるから、繰り返しは

できず、賭けのような手の打ち方の失敗は許されない。 

すでに多くの国で明確な計画のもとでゼロエミへの転換が進められており、おぼろげながらも脱炭素

社会の骨格は見えてきている。脱炭素社会転換は、現在の経済システムをちょっといじればできると

いったものではない。各国の経済発展計画の中核に組み込まれなければならない（メインストリーム

化）。 

これから 30 年の間に転換するとなると、使える時間は少なく炭素予算もわずかしかない。さまざま

成さねばならないことはあろうが、温暖化を止める唯一の解決はゼロエミしかないことを腹に据え、ぶ

れることなく一直線に、元凶である二酸化炭素排出削減に全力を集中しなければならない。 

きたるべき社会の有り様を模索しながら、その未来社会からさかのぼっての（バックキャストでの）転

換の長期計画、中短期計画をかっちり作りつつ、それを待つことなく、現体制に引きずられることなく、

むしろ切り捨ててでも、今すぐできること、やっておいて損しないことは直ちに進める。そして短時間でこ

れまでの社会経済体制を崩すことからくる転換がもたらす社会経済構造変化や雇用構造変化など

によって生じるであろう摩擦を事前に予測し、それに対する十分な配慮を転換計画に組み込むこと

で、化石時代の負の資産の交代を加速し、転換に希望をもたらこすことが必要である。 

1. 「低炭素」と「脱炭素」の政策の大きな違い 
政策作りにおいて「低炭素」と「脱炭素」では大変な違いがある（図 4）。違いは、世界でどれだけ減ら

すのかの「量」が決まったことに起因する。 

京都議定書時代の日本の気候変動政策は、「低炭素化」が主体であった。科学の世界ではいず

れはゼロエミにしなければ温暖化が止まらないだろうことはほぼ自明であった。しかし国際・国内政策

面ではとてもそのような提案が受け入れられるような雰囲気ではなかった。気候変動が目に見え始

め、また IPCC AR5 が科学の進歩を踏まえゼロエミでしか温暖化は止められないことを示したことで、

パリ協定以降は「脱炭素化」が目標になってきた。 

1997 年の京都議定書での各国削減目標は、どれだけの「量」減らすかではなく、いずれも現状か

ら何％減らすか、いわば天井なしに排出しながらの現状からの削減の困難さを強調する指標で定め

られた。途上国には目標設定が免除された。基準年とか公平性とかの論議が交渉でなされた。 
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①「量」が決まったことの衝撃：一方パリ協定では「温暖化を止める」には「ゼロエミしかない」ことが基

本認識となり、2℃あるいは 1.5℃以下に止めると決めたことで、それらの目標に至るまでに排出でき

る「量」が決められ、その「世界炭素予算」の中でゼロエミを目指す、という共通目標をもつように変わ

った。「何％削減」は目標ではなく、ゼロエミに向かう各国のスピードあるいは困難さを示す指標にすぎ

なくなる。そして炭素予算を奪い合いながら何年にゼロエミ社会に到達できるかが各国目標になり、

Race to zero での勝ち抜き競争が始まった。 

京都議定書期間にこのことを理解していた先進国は、さっさと貴重な炭素予算をなりふりかまわず

使って脱炭素社会に転換を始めたが、これを読めず％削減論議に明け暮れた日本は競争に出遅れ

たと言ってもよい。 

②手の打ちかたが変わる:「低炭素」時代では世界経済の動きを見て、経済活動を保ちながらもでき

そうな排出見込みを各国目標としていたが、「脱炭素」時代は人類の生存なければ経済もなし、とも

かくゼロエミが目標になり、現状は何であれ将来あるべきゼロエミ日本からさかのぼってこれから打つ

べき政策手順を決めてゆき（バックキャスティング）、現状維持バイアスを振り切って踏み出すための

計画手法が不可欠になる。 

温室効果ガス 80％削減と言っていたときは、残り 20％をめぐっての争いもあるが、ゼロエミとなると

誰もが同じくゼロにすることが目標になり、自分だけは生き残れるはずといった話はなくなり、産業界も

目の色が変わり、約束された脱炭素市場めがけての早い者勝ち競争が熾烈になる。 

 政策は、現状に少し手を入れればいいといった小手先のものでは間に合わない。現状を振り捨てフ

リーハンドで将来社会をめがけた前向きの革新的・挑戦的なものならざるを得ない。この大転換に伴

い落ちこぼれる層は必ず出てくる。その手当ても十分前もって考えておかねばならない。 

 

 

図 4 「脱炭素」と「低炭素」の政策面の違い 
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③適応戦略をより長く強靭に：また、2℃目標とか 1.5℃目標を目指すということは、それまでは温度

上昇が起こることを是認することでもあり、適応戦略はそれを見こんでおかねばならないし、2℃や

1.5℃で止めるという抑止策が間に合わず、更なる温度上昇があるかもしれないリスクをも考えておか

ねばならない。 

2. 脱炭素社会の骨格はほぼ定まってきている 
日本では京都議定書第一約束期間（1990 基準年、2012 最終年）の間、6％の削減義務があった

が、二酸化炭素排出量自体が減ることはなかった。バブルを謳歌し不況といっては大盤振る舞いの

刺激策を繰り返し、大震災もあり、肝心の排出削減への努力はおざなりだった。その間欧州諸国は気

候変動が経済活動とリンクする重要課題であることを認識して、例えばドイツ・英国は 24％、EU は

12％削減し、削減技術開発普及と削減政策を着々と進め、先進国型脱炭素社会システムの骨格

をほぼ確立してきたが、日本はこれに大きく遅れを取っている。 

①需要と供給が一体化した脱炭素社会の骨格 (図 5)：エネルギー需要削減側での節エネ（個別技

術の効率向上だけでなく量自体を削減すること）と供給側での自然エネルギー普及が大きな両輪で

ある。化石燃料の代替としては太陽エネルギーとその変形エネルギー（風力、波力）などを精一杯使

い、それだけでは賄いきれない分を需要側での合理的な節エネで補うことが基本である。 

太陽エネルギーは地面が受ける分散型エネルギーであり、太陽熱はそのままその場で使うのがよ

い。太陽光発電や風力発電で電気に変え、配電網にのせればどこでも使えるようにもなる。だから自

然エネルギーを使う限り、電力を中心とした地域自立分散ネットワーク型のエネルギーシステムにな

る。日本でも今その方向で自然エネルギーが真っ先に推進されようとしている。 

 需要側の節エネも、これまでの「こまめにスイッチを切る」型から抜け出し、自動センサーを駆使して

家中のエネルギー利用を技術システムで管理できるように変わってきている。「移動」については内

燃エンジンよりエネルギー効率の良い電気自動車（EV）への転換政策が諸国の長期計画で定められ

てきている。これを都市での公共交通インフラを強化しより安く、より利用しやすくする施策で補うこと

になる。 

「住む」ことでは、太陽光発電や高断熱住宅を組み合わせたゼロエミ住宅が普通になってきて、建

て替え時に順次置き換える。さし当っては現住宅の断熱強化改修が効果的だ。各世帯が備えた EV
に積載された電池が配電網につながれ、自然エネルギー発電の時間変動調整と、災害時の電力バ

ックアップの役目を受け持つ。 

鉄など素材産業のエネルギー転換は最も困難とされるが、電力や水素利用での生産方式転換や

代替利用素材の開発が進められ、さらには車のシェアリングシステムによって自動車生産台数やそ

のための鉄鋼生産量削減も見込める。個人の「もの離れ」などの行動変容が、サプライチェーン全体

の二酸化炭素排出に影響を及ぼす。 

脱炭素社会においては、土地土壌森林海洋など「自然資源」の多さや面積が自然エネルギー生

産だけでなく、二酸化炭素吸収面でも大きな役目をもつ。地域に自然を守るための人口維持や地域

経済自立の政策が必要になる。  

このような脱炭素社会の骨格を念頭に置いて直ちに転換を進めるべきである。 
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図 5 脱炭素社会の主要骨格 

 

3. エネルギーシステム：需要からのボトムアップで構築する 
エネルギーシステムは脱炭素社会転換の中核であるが、それは「2. 科学が示す脱炭素社会構築の

仕様」に記述した「脱炭素社会転換」の意義を理解し、転換プロセス全体におけるエネルギーの新た

な役割をよく認識してなされるべきである。 

 まず需要あっての供給である。大きな節エネが必要とされるこの転換ではまず需要側の変化を的

確にとらえ、両者の融合で頑健かつ柔軟なエネルギーシステムに変わらねばならない。 

これまでの日本のエネルギー政策は、いわば上から目線の「供給」計画であったといっても過言で

はなかろう。国民が望む安定安全安価でクリーンなエネルギー（経済・環境・エネ安全保障 3E＋安

全 S）を供給側が如何に作り配給するかがエネルギー計画であり、需要側の使い方もそれにあわせ

た全国一様のものであった。 

しかし脱炭素社会に向けての転換では、まず需要側の社会変化・個人変容が鍵であり、また東日

本大震災や、気候変動の顕在化、新型コロナ禍に直面し、人々は安全・安心な社会構築の希求を

高めている。本来供給は需要あってのものであり、脱炭素社会のエネルギーシステムは地域で異な

る需要側の変化にあわせてボトムアップで創り上げるものだろう。多くの削減シナリオが需要量を 40％

あたりまで下げた節エネを前提としており、需給が融合してよりエネルギーが削減できるような効率的

なシステム構築が望まれる。 

それだけでなく上述「（2）脱炭素社会の骨格はほぼ定まってきている」に示すような脱炭素社会と

なるとさまざまな変化が予想される。技術も巨大中央制御型から自然エネルギーや適正技術による

自立分散ネットワーク型へかわる。家庭がエネルギーの生産者となり、（EV での電力調整など）ネット

ワークの当事者となる。産業でのエネルギー転換も進まざるを得ない。 

自然エネルギーは国産エネルギーであり、安定供給をおびやかしてきた中東の軛から日本は解放

される。自然エネルギー電力コストは目下顕著に低下し続けている一方、原子力新規投資は安全設

備投資コスト高、廃炉処理、核燃料サイクルの行き詰まり・廃棄処理によるコスト高で、民間会社では

採算が合わなくなりつつある*。こうしたさまざまな変化を考慮し、需要側との効果的な組み合わせで

新しいエネルギーシステムを構築するべきであろう。【脚注 *例 2020 年 9 月、英国の原子力発電

所建設プロジェクトからの日系企業撤退】 
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4. まずはともかく「早く炭素を減らす」ことに集中する 
炭素排出をなくすことだけが温暖化を止める唯一の手である。「2. 科学が示す脱炭素社会構築の仕

様」で見たように事態は切迫しており、日本の使える炭素予算は多くない。今や希少資源である「世

界の炭素予算」は今後どんどん減ってゆくから、その価格は陰に陽に高くなり、削減は早く始めないと

あとで苦労する。 

図 5 に示す骨格は、在来技術とその確実な進歩を使ってほとんどの部分が構築できる。すでにイ

メージが見えてきた脱炭素社会に向けて、画期的なイノベーション技術を待つことなく、在来技術をフ

ルに使ってできることから今すぐ始めるべきである。 

具体的には、日本の国土で十分なポテンシャルがあるとされている自然エネルギーの普及を最優

先とし、普及を加速し優先的に配電網にのせてみて、実際にどこまで自然エネルギーに頼れるのか、

それで水素をつくる余裕はあるか、などを見極めることが大切である。遷移期間に必要な電力調整

火力は天然ガスでまかなうとして炭素予算を浪費する石炭からは急ぎ撤退する。 

自動車もいずれは化石燃料が使えなくなるのだから、ハイブリッドより EV に直行するのが良い。併

行して需要側の節エネ技術普及と素材産業の技術転換が急がれる。森林土壌の吸収量は多くは期

待されないがしっかり維持回復する。CCS（二酸化炭素回収・貯留）などの人工吸収力はいまだ削減

の柱としてあてになる状況ではないが探索は続ける。水素利用は脱炭素社会の一角を占めるであろ

うが、今はまずグリーン水素を作り出す自然エネルギーの拡大に優先度がある。 

周辺の動きとして国連 SDGs（持続可能な開発目標）は多くの企業の賛同を得ている気候政策の

力強い応援団ではあるが、炭素削減への焦点の定まらない他目標のコベネフィットとしての間接的削

減だけでは、とても現場の二酸化炭素削減につながらない。目標 13「気候行動」へのより多くの注力

に期待したい。 

5. 魔法の技術イノベーションはあまりあてにしない 
今後かなりの技術進歩は見込めるであろうが、脱炭素社会を 30 年間に構築するにはまず、「（2）

脱炭素社会の骨格はほぼ定まってきている」で見た骨格を今ある技術でできることで地道に創ってゆ

くことが王道であろう。これを一気に実現させる魔法の杖はない。30 年のうちにできるかどうかわから

ない巨大技術はあてにしない。いまの脱炭素社会転換が多分一回こっきりの勝負の時であることに

かんがみ、いつできるかわからないイノベーション技術に人類の生存を賭けるわけにはゆかない。温

暖化大実験の店じまいだけでも大変なのに、気候工学でまた別の地球大実験をやられては大変だ。 

いま日本の「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（2019 年 6 月）では、さまざまなイノベ

ーション技術がリストアップされているが、勝負どころのこれからの 10 年 20 年で戦力となるべき実装

に程遠い技術が多い。いろいろに打ち上げられる新技術、例えば CCUS（二酸化炭素回収・貯留・有

効利用）などには十分のエネルギー収支、炭素収支のチェックがいる。こうした革新技術開発は気候

安定化の後にも必要なものではあろうが、そこへの過度の期待が、いま直ぐできる不可欠の削減行動

を遅らせ、他の転換に向けて緊急の資金を押し除けてしまうことがないように、戦略にはメリハリを付

けるべきである。 

またイノベーションとしては、技術的イノベーションだけでなく、やれば短時間でできる社会（制度、

行政、行動）イノベーションや、脱炭素社会構築政策を総合的経済活動に組み込む Green Deal/ 
Green Recovery や、「炭素予算」の考えに基づく長期排出管理のような政策イノベーションがむしろ

期待される。 
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6. 脱炭素社会へ軟着陸するための転換管理計画を早期に作る 
①早期に「脱炭素社会転換推進総合計画」を作成する：何度も述べるように、脱炭素社会転換は、

歴史から見れば極めて短い 30 年の間に、短時間での社会経済の大きな変化を要求する。政府は

急ぎ骨太の長期基本方針を出し、脱炭素転換の長中期計画を作り、転換の方向を国民に丁寧な説

明で理解と同意を得、転換推進のロードマップとその推進政策・施策を迅速に打ってゆかねばならな

い。 

この転換は大きく日本の経済・産業・社会要素を変えるものであるから、その転換による各方面へ

の影響も極めて大である。推進策だけでなく、大きな変化で生じる摩擦解消政策も考慮にいれた脱

炭素社会への転換（移行）計画を省庁横断の協力で作り上げる必要があろう。 

②政策のポイント：自然の脅威に対し、経済との調整を図りながら政策を打ってゆくことの困難さは、

いまわれわれが新型コロナ対応で体験している。いまの対コロナ対応では、計画や方針（あまり明確

には示されてはいない）、規制（ロックダウン）、誘導（経済喚起への財政出動）・教育（市民の自粛）

の政策を感染者数などの指標の時間変化を見ながら打ってゆくのに苦戦中である。 

脱炭素社会転換では、新型コロナ程の突発性対応ではなく、時間的余裕はある。計画や方針（中

長期戦略）、規制（法制・基準）、誘導（金融財政、カーボンプライシング（炭素価格づけ））、教育（市

民行動喚起）のあらゆる手法を適用し、転換の進捗を見ながら迅速に手を打つ必要がある。 

コロナの経験では、自然から発生するウイルスの感染媒体である個人行動の自粛効果がポイントと

なっているが、脱炭素でも二酸化炭素を排出し自然に働きかけている個々の家庭や産業でのエネル

ギー需要削減がポイントであって、その自主行動喚起のための炭素価格付け、教育、対話、財政手

当が重要であろう。 

③転換で生じる摩擦の解消：特に、雇用摩擦と地域産業影響には気を配らなければならない。少な

い炭素予算しかない中でバックキャスティングでの政策もいささか強引なものにならざるを得ない。こ

の転換は、経済社会体制がおのずからの誘因（技術進歩など）でスムーズに変わるタイプではなく、

外部要因である気候対応のために 2050 年の姿に向けて現体制を強制的に変えるものであるから、

経済構造・産業構造の変化を通じて地域産業と雇用転換に伴う摩擦などがあちこちで生じ、転換に

よって変わらざるを得ない産業・就業者や地域共同体の抵抗があろう。 

摩擦を解消しながらの転換には時間がかかる。しかし、コロナ禍のように突然現れて対応もわから

ない自然現象とは異なり、気候変動はじわじわ進み､しかもおおむねの解決策はわかっているのだか

ら、可及的速やかに転換から生じそうな課題を予見して、産業への救済策、転換補償予算確保、職

業転換の技能研修など対応策を考えた、これから 10 年間に及ぶ転換計画を早めに作っておく必要

がある。  

転換は以下図 6 のような形で進行するとされる。すなわち： 

今の社会は構成要素が政治体制・技術体系・エネルギー等いくつかの主要な軸によって貫か

れ、それなりに最適な社会を構成している。主要軸の一つであった化石エネルギー利用が気候変動

を引き起こすという科学認識を引き金として不要になり抜け落ちると、社会の構成要素がバラバラに

なり、最適状況維持ができなくなり、異なる最適化社会への転換を余儀なくされる。新しい組み合わ

せを求めて、ステークホルダー間の模索が始まり、新社会の在り方が論議され、主要な流れができ、

次の社会のイメージが固まってくると社会制度化され、新たな脱炭素最適化社会へと脱皮する。 

脱炭素変革は、旧社会が依存してきた技術体系、産業構造、地域構造、雇用構造、社会制度、

過去のインフラ投資、既得権益等々さまざまな慣性との摩擦を生み、その調整に時間を要する。 
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内燃機関エンジニアをモーター駆動メカ部門に配置転換するなどは企業内でなされようが、化石

エネルギー関連産業に従事する人がデジタル化に向けた研修を受けたり、建築工務店がゼロエミ住

宅建築技法を学んだり、地方自治体担当者の地域産業転換計画策の全国的教育を行うなど、雇

用継続や雇用移動を円滑にするための基盤を早くから行っておくべきである。 

要素間の構成を変えて新たな社会に適合するシステムを再構築してゆくプロセスを、効率的にか

つ転換に伴う摩擦を最小に抑えながら進めてゆく公正な移行（Just Transition）がいる。「移行管理：

Transition management」計画はそのプロセスを予想し、それぞれの段階に応じてタイミングよく政策

を打ってゆくものでなくてはならない。 

 

 

図 6 脱炭素社会転換の進み方 

 

④叡智を結集し対話を活性化する：この 10 年が勝負どころである。確実に効率よく転換を進めるた

めに、各方面からの叡智を結集して計画案作りや転換プロセスをモニタリングする組織を置き、政策

効果を広範囲に常時チェックして、必要なら直ちに軌道を修正するなど柔軟・迅速に対応する。短期

間に大転換するための一つの手段として、削減の当事者間の対話を活性化することが効果的であろ

う。 

古い体制が一挙に崩れ、まだどのようなものになるかもわからない次の社会を模索しながら、新し

い結合が生み出される。異業種間の新たな共同開発が進む。すでに自動車会社が自動車を売るだ

けでなく、通信会社と組んで移動サービスを売るシェアリングへと向かい、さらにはモデル都市での効

率的で快適な移動だけでなく、自然エネルギーと EV をつなぐ豊かな居住空間の在り方を確かめよう

と試みている。家電会社が住宅産業・都市造りにも乗り出し、自動車メーカーとの蓄電池共同開発に

も手を広げるなど異業種連携が活発化している。 

⑤市民参加とボトムアップ：脱炭素社会での新しい当事者は一般市民である。彼らは今までは受け

身の消費者に過ぎなかったが、いまでは屋根に発電装置を置き、自動車に電力調節装置をもつエネ

ルギー生産者でもある。電力自由化で小売電力からゼロエミ電源を選ぶこともできる。ゼロエミ住宅

の購入者でもあり、子供の将来を心配する教育者でもある。企業に勤めて脱炭素社会の企画を考え

ることもできる。この当事者を転換作業参加に向ければ転換の強い推進基盤ができる。 
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フランスのマクロン大統領は、ミニフランス*を形成する 150 人の市民気候会議を招聘し、6 週末

をつかってのエリゼー宮での自由討論で、生活者視点からの「移動」「居住」「食」「消費」「都市」「生

産労働」の分野での 149 提案を法令の形で提言させ、議会での検討にゆだねた。この発端は、政府

のトップダウンでなされた燃料税に反対する黄色いベストデモへの対応でもあった。円滑な転換に向

けて市民の意見を直接議会に提出させることで、国民の懸念を減らし、同時に関心を高める試みと

言えよう。 

脱炭素社会転換も結局は一人一人の節エネ行動が原動力であることから、日本でもパブコメで済

ますだけでなく、ボトムアップでの国民の力を政策に生かす国民参加の場面を増やすことも転換をス

ムーズに進める手段となろう。 

【脚注 *統計的にフランス国民の地域・年齢・所得等を代表する市民をくじ引きで選んでミニフラ

ンスを形成する。】 
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おわりに：どのような社会をわれわれは希求するのか 
2050 年脱炭素社会への道は容易ではない。しかし前に進むしかない。たとえ 2050 年でなくともいつ

かはゼロエミ世界にならざるを得ない。何度も言うがそうしない限り、そうならない限り気候は暴走し、

人類は生き残れないかもしれないからである。 

最大の努力をしても炭素フリーのエネルギー確保や排出を打ち消す吸収が十分にできなかったと

しても、強まる気候変動影響と闘いながらその範囲でゼロエミ世界へ向かう努力を続け、いつかはア

メリカの環境経済学者 Herman Daly 教授の言う「経済システムへ投入される物質・エネルギーフロ

ーが生態系の再生力と吸収力の範囲に収まっていて、経済という下位システムがそれを包含する生

態系によって恒久的に維持ないし扶養できる規模を超えて成長することがない」社会に到達できる。 

2050 年ではないかもしれないが、いずれにしろゼロエミが技術と制度で確保された脱炭素社会は

できて、気候変動リスクから解き放たれた世界にはなる。しかし一体そのいわばハードウエアインフラ

の上にどのような社会を創ることをわれわれは希求するのであろうか。転換の中でわれわれが同時に

考えねばならない残された課題である。 

1990 年ごろやっと IPCC で地球温暖化の論議を始めたとき、この問題は多分民主的な話し合いで

はまとまらない、いずれは Draconian*型解決がいることになろう、といった議論があった。確かに科学

の道理を素早く行動に取り込み、新型コロナの抑え込みや自然エネルギーや EV の拡大を進める国

での成功を見ると、さもありなんとの感もある。 

地球の限界に突き当たった世界は、これから自然共生文明の時代に入る。自然の理を理解する

ことなしには、政治経済社会は動かせない。自然の無言の意思を代弁する科学者の声を、国民一

人一人がしっかり理解し、みずから進んで行動する社会にするしかない。この転換のプロセスをどのよ

うな統治で進めてゆくかで、国の将来の形が問われるかもしれない。国民参加の民主主義社会の力

が問われている。 

【脚注 *Draco はアテナイの立法家。厳しい法治主義の掟を発布】 

1957 年国際地球観測年プロジェクトを仕切った Roger Revelle 教授は、「人類は地球を対象にこ

れまで誰もやらなかったし二度とやれないであろう（二酸化炭素排出で地球はあったまるかの仮説検

証）大実験をやろうとしている」と予言した。60 年たって確かに温度が上がり、仮説は検証されつつあ

る。 

しかし誰も止め方を考えないで始めたこの大実験は、今から 30 年で終えねばならない。店じまい

はわれわれみんなでやるとして、そのあとにより良い未来を創るというまっとうでエキサイティングな仕

事が待っている。知恵を絞り、希望を胸に、確実に脱炭素社会を創ってゆこう。これからの 10 年が

正念場である。 
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［社会変容、電化、水素、ネットゼロ、NDC 準拠の 5 つのシナリオにより、2050 年
脱炭素社会の可能性を示している。］ 
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